
令和２年度 働く⼥性のキャリア形成⽀援事業補助⾦ 募集要綱 
 
１ 目的 
  ⼥性労働者本人のキャリアアップ及び管理職における⼥性のキャリア育成についての技術の

習得等を図り、県内で働く⼥性の活躍を促進するため、県内の中小事業者が雇⽤する⼥性のキャ
リア形成を目的とする研修の参加に要する経費に対し、補助⾦を交付します。 

 
２ 応募資格（補助対象者） 
  県内に本社又は主たる事業所を有し、次の全ての項目に該当する中小事業者(※) 
   (1) 研修を労働者の職務の⼀環として⾏っていること。 
   (2) 研修に要する経費を労働者に負担させていないこと。 
   (3) 県税の未納がないこと。 
   (4) 暴⼒団及び暴⼒団員又は暴⼒団と密接な関係を有する者でないこと。 
   (5) 宗教活動又は政治活動を主たる目的とする者でないこと。 
 
     (※) 常時雇用する労働者の数が 300 人以下の事業者 

 
３ 補助対象事業（補助対象研修） 
  次に掲げる要件を全て満たす研修を補助⾦の交付対象とします。 
   (1) ⼥性労働者本人のキャリアアップ等に関する内容であること。 
   (2) 令和３年２⽉ 28 ⽇までに研修が終了すること。 
   (3) 当該研修において、国、県その他公的機関から同様の補助⾦を受けていないこと。 
 
４ 補助対象経費 
  補助対象経費は、(1)又は(2)のいずれか⼀方の経費とします。 
   (1) 補助対象者に常時雇⽤される⼥性労働者が参加する補助対象研修の経費で次に掲げる

もの。 
      ① 受講料 
      ② 研修で使⽤する教材費 
 
   (2) 補助対象者が、主として⼥性労働者が参加する補助対象研修を⾃らの事業所内等で企

画・実施する場合の経費で次に掲げるもの。 
      ① 研修講師に係る謝⾦及び交通費 
      ② 研修で使⽤する教材費 
 
      ＜留意事項＞ 
       ・研修は、オフライン、オンラインを問いません。 
       ・オンラインによる研修に必要なパソコンや周辺機器の整備費、通信費等は対象とし

ません。 
       ・研修受講者の交通費や食費、宿泊費等は対象としません。 

 
５ 補助額等 
  補 助 額︓補助対象経費の２分の１以内の額(1,000 円未満切り捨て) 
  上 限 額︓研修１件につき 30,000 円（ただし、応募者が、補助⾦申請時点において、⼥

性の職業⽣活における活躍の推進に関する法律(平成 27 年法律第 64 号)に基づ
く「⼀般事業主⾏動計画」を策定し、労働局へ届け出ている場合は、研修１件
につき 40,000 円） 

  交付決定数︓１事業者につき研修２件まで（同⼀の研修等を２件に分けて申請することはで



きません。なお、同じ研修内容で⽇程が異なるものは、同⼀の研修とみなしま
す。） 

 
６ 応募方法 
  (1) 働く⼥性のキャリア形成⽀援事業補助⾦ 交付申請書(様式第１号)及び必要書類を⻑野

県県⺠⽂化部人権・男⼥共同参画課へ、持参又は郵送により提出してください。 
  (2) 交付申請書及び必要書類は、研修が開始される⽇の１か⽉前までに提出してください。 
  (3) 県は、申請内容を審査の上、補助⾦交付の適否を決定し、結果を申請者に通知します。 
 
      ＜留意事項＞ 
       ・県は、予算の範囲内で補助金の交付決定を行います。交付決定の累計額が予算額に 

達したときは、県公式ホームページを通じてお知らせします。 
         https://www.pref.nagano.lg.jp/jinken-danjo/kurashi/jinkendanjo/danjo/careerkeiseihojo.html 

  (4) 補助⾦の交付決定前に研修の申込等を⾏うときは、事前着⼿届(様式第２号)を提出して
ください。 

 
７ その他 
  (1) 補助⾦交付に関する詳細は、「働く⼥性のキャリア形成⽀援事業補助⾦交付要綱」を確認

してください。 
  (2) 次に掲げる事項は、補助⾦交付の条件とします。 
     ○補助対象事業が予定期間内に完了しない場合又は当該事業の遂⾏が困難となった場

合には、速やかに県に報告し、指示を受けること。 
     ○補助⾦の概算払いは、⾏わないこと。 
     ○補助対象事業に要する経費に係る書類を整備し、補助対象事業を完了した⽇の属す

る年度の翌年度から起算して５年間保存すること。 
     ○事業終了後５年間、事業成果の報告や事業に関する調査に協⼒すること。 
     ○虚偽の申請があった場合は、交付決定を取り消し、又は補助⾦の全部若しくは⼀部

の返還を求めることがあること。 
  (3) 交付決定を受けた者は、次のいずれかに該当するときは、変更交付申請書(様式第３号)

を提出し、承認を受けなければなりません。 
     ○補助対象事業の内容を変更する場合 
     ○補助対象経費の合計額が増加する場合 
     ○補助対象経費の合計額が２割以上減少する場合 
  (4) 交付決定を受けた者は、次のいずれかに該当するときは、中止届出書(様式第４号)を提

出しなければなりません。 
     ○補助対象事業を中止するとき 
     ○応募資格又は補助対象研修の要件を満たさなくなったとき 
  (5) 交付決定を受けた者は、補助対象研修が終了した⽇から起算して 30 ⽇を経過した⽇又

は令和 3 年３⽉ 15 ⽇のいずれか早い⽇までに、実績報告書(様式第５号)を提出しなけ
ればなりません。 

 
８ 書類提出先及び問い合わせ先 
  〒380-8570(住所記載不要) ⻑野市⼤字南⻑野字幅下 692-2 
  ⻑野県県⺠⽂化部人権・男⼥共同参画課 男⼥共同参画係 
  電話 026-235-7102(直通) FAX 026-235-7389 
  E-mail n-danjo@pref.nagano.lg.jp 


